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「環境金融」の役割：適切な誘因によって金融市場を通じて家計と企業の行
動を環境配慮型に変えること

→重要なファクターは金融市場の「効率性」
＝市場があらゆる情報を既に織り込んでいること（このため、予測不可能

であること）

もし、金融市場がこの意味で本当に効率的ならば、そもそも「環境」という
要素を配慮する必要はない。

環境対策の実施→企業のリスク低減→資本コストへの反映→これを反映した
企業価値→株価／社債利回り／銀行借入レート

市場に流通している有価証券には全て正しい価格がついているなら、
市場パフォーマンスの良い企業／プロジェクトにファイナンスすればよい。

現実問題として、市場はどこまで効率的なのか？

金融市場は「環境効率（eco-efficiency）」を反映するほど効率的？

金融市場の「効率性」
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環境金融の役割

環境金融＝環境に配慮したお金の流れ エコ預金エコローン

エコETF,
エコボンド
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社会環境

経済

トリプルボトムラインとマテリアリティ

マテリアリティの領域
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DBJ環境格付融資 プロセス
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 通常の企業審査と並行して、環境スクリーニング（環境格付）を実施。

 環境モニタリングによりご融資後の規律付けも実施。

 UNEP FI（国連環境計画）東京原則を受け、DBJ環境格付を導入
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格付ランクの区切り（250点満点）

中堅・中小企業の定義は資本金10億円未満。

得点が200点以上となった企業はモデル企業として表彰（ロゴマークで差別化）。

ランク 大企業 
中堅・中小企業 

（資本金 10 億円未満） 

A 
環境への配慮に対する取組が 

特に先進的 
160 点以上 

B 
環境への配慮に対する取組が 

先進的 
140 点以上～160 点未満 

C 
環境への配慮に対する取組が 

十分 

100 点以上～ 

   140 点未満 

80 点以上～ 

   140 点未満 

D 
環境への配慮に対する取組が 

十分（Engagement） 

80 点以上～ 

   100 点未満 

60 点以上～ 

   80 点未満 

 対象外 80 点未満 60 点未満 

 

（注）
ロゴマーク ：商標登録第5019031号
DBJ環境格付：商標登録第5019032号
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評価結果に見るポイント

＊赤線は総得点の得点率平均
青線は項目別の得点率
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DBJ環境格付融資の実績

2011/3末累計 3,614億円 246社



DBJ環境格付融資 ご利用企業様
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2008年度以降の案件
（実行日順・一部）



①再生可能エネの活用、燃料転換等網
羅的な対策によるCO2排出量の削減
②「キリン水源の森づくり」とよる森
林保全活動の展開
③ビール工場等で発生する副産物・廃
棄物の100%再資源化の早期達成と維
持
→最高ランク格付

モデル企業として特別表彰

環境クラブ型シローン「エコノワ」（＊）
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三菱UFJ信託銀行

地銀・第二地銀 10行
足利銀行
茨城銀行
広島銀行
もみじ銀行
滋賀銀行
北陸銀行
西日本シティ銀行
北洋銀行
みなと銀行
常陽銀行

（アレンジャー）

（招聘）

（＊）エコノワ＝環境意識の高い金融機関のみで組成。「Ecology」のワ＝環境の「輪・和・環」からの命名。

環境意識の強い金
融機関により組成
されるシンジケー
トローン

http://www.kirin.co.jp/index.html
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地域金融機関

環境格付融資の体制整備支援

環
境
省

都
道
府
県
ほ
か

環境格付補助金
等

地域の企業

DBJ／日本経済研究所

大～中堅

中堅～中小

～中小

DBJ環境格付

地銀独自の環境
格付
Supported by 

DBJ

制度融資化

環境政策の反映

地域金融機関との連携による地域版環境格付の横展開
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ご静聴ありがとうございましたご
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